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［要旨］本研究では、消費者が何らかの価値を見出して自発的に実践すると考えられ、かつ温室

効果ガス排出量削減につながる可能性のある代替行動の提案を行うため、消費者アンケートやグ

ループインタビューを実施し、代替行動の受容性と実践阻害要因を検討した。平成20年度は、消

費者の地球温暖化問題に対するリスク認知を他の社会経済的リスクに対する認知と相対的に比較

できる形で把握した。また、消費者の要望・不満解消につながる消費行動を検討するため、様々

な生活行動の重要度・満足度分析(Importance - Performance Analysis)を行い、消費者が強く改

善を求める行動を抽出した。さらに、「クールビズ」「カーボンオフセット」「省エネ家電への

買い替え」「近距離の自動車移動の制限」の4つの具体的な環境配慮行動について、その実践メカ

ニズムをモデル化し、共分散構造分析を用いてモデルの妥当性や行動実践の規定因を明らかにし

た。平成21年度は、平成20年度の成果と本研究課題の他サブテーマの結果をもとに、低炭素型生

活行動として「ほとんどの買い物を店頭購入から宅配に変える(宅配)」「野菜や果物、魚介類な

どはできるだけ旬のものを食べる（旬のものを食べる）」「3人世帯以下の場合には中食の日を週

に1日増やす（中食）」「普段の生活や余暇にウォーキングやサイクリングなどの適度な運動を取

り入れる（適度な運動）」の4つの具体的な行動を抽出した。そして、抽出した4つの行動の受容

性を検討するとともに、行動者のデモグラフィック属性やライフスタイル志向を考慮した行動実

践モデルを作成し、共分散構造分析を用いてモデルの妥当性や行動実践の規定因を解析した。そ

の結果、「適度な運動」「旬のものを食べる」は約7～8割の消費者が受け入れる一方で、「中食」

は半数、「宅配」は2割程度にしか受け入れられなかった。「宅配」は価格の高さや受け取りの困

難さ、「中食」は食の安全性や味、栄養面などへの不安が阻害要因となっていることが明らかと

なった。 
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１．はじめに 

2008年度より京都議定書が発効し、わが国は1990年比で温室効果ガス排出量を6%減にすること

が求められている。しかしながら、2007年度の温室効果ガス排出量は8%増加となっており、京都

議定書の目標達成は厳しい状況になっている。排出量の増加の内訳を見ると、家庭部門を含む民

生部門の排出増加が目立つことから、温室効果ガスの削減につながる消費行動を提案し、人々を
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